
 

 

２ 適正で魅力ある 

運動部活動の実施 

に向けて 



（１）運動部活動の意義と留意点 

① 運動部活動の意義 

運動部活動は、学校教育活動の一環として行われ、生徒の自主的・自発的な参

加により行われ、異年齢との交流の中で、生徒同士や教員と生徒等の人間関係の

構築を図ったり、生徒自身が活動を通して自己肯定感を高めたりするなど、その

教育的意義が高い。また、スポーツに関する科学的知見やスポーツとの多様な関

わり方及びスポーツがもつ様々な良さを実感でき、自己の適性等に応じて、生涯

にわたるスポーツとの豊かな関わり方を学ぶことができる。 

また、スポーツに興味と関心をもつ同好の生徒が、スポーツを通して交流した

り、より高い水準の技能や記録に挑戦したりする中で、スポーツの楽しさや喜び

を味わい、豊かな学校生活を経験する活動であるとともに、体力の向上や健康の

増進にも極めて効果的な活動である。 

 

② 運動部活動の留意点 

ア 生徒が積極的に参加できるよう配慮する。 

  イ 生徒の能力等に応じた技能や記録の向上を目指すとともに、互いに協力し合

って友情を深めるなど好ましい人間関係を育てるよう適切な指導を行う。 

  ウ 運動部の活動は学校教育活動の一環であることから、生徒の主体的・対話的

で深い学びの実現に向けた視点も参考に指導を行う。 

  エ 運動部の活動は、主として放課後に行われ、特に希望する同好の生徒によっ

て行われる活動であることから、生徒の自主性を尊重する必要がある。 

  オ 生徒に任せすぎたり、勝つことのみを目指したりした活動にならないよう留

意する。そのため、例えば、競技を「すること」のみならず、生徒自らが所属

する運動部の活動を振り返りつつ、目標、練習計画等の在り方や地域との関わ

り方等について定期的に意見交換をする場を設定することなどが考えられる。 

  カ 運動部の活動の意義が十分発揮されるよう、生徒の個性の尊重と柔軟な運営

に留意したり、生徒のバランスのとれた生活

や成長のためにも休養日や練習時間を適切

に設定したりするなど、生徒の現在及び将来

の生活を見渡しながら、生徒の学びと生涯に

わたるキャリア形成の関係を意識した活動

が展開されるようにする。 

  キ 生徒の能力・適性、興味・関心等に応じつ         

つ、健康・安全に留意し適切な活動が行われ   

るよう配慮して指導する。 



（２）運動部活動の現状  
 

○ 運動部活動の設置数、加入者数、複数校合同部活動等について  
  平成２７年度～令和元年度（５年間）における本県小･中･高等学校の 

運動部活動の設置数、部員数、加入率、複数校合同部活動導入校数 

  平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

運動部 小学校 ７８４ ７３２ ６２８ ４５１ 

の設置 中学校    １０１９ 

 

９９９ ９８５    ９６１ ９３２

数（部） 高等学校 ６９０ ６７０ ６６０ １４３５ １４９８

部員数 小学校 １６９５８ １３８９８ １３４３４ １００９５  

（人） 中学校 １９９９２ １９２１３ １８７１５ １８８３７ １８０１０

 高等学校 １７４８９ １７２１１ １７１８４ ２３６０５ ２０２５９

加入率 小学校 ６０．４ ５３．９ ４８．７ ３３．７ 

（％） 中学校 ６８．１ 

 

６８．２ ６７．４ 

 

６９．０ 

 

６６．８

 高等学校 ６０．１ 

 

５９．３ 

 

５９．４ 

 

５０．５ 

 

４９．７

教員 

指導者 

中学校 １７２９ １７８１ １８０４ １８６５ １７６０

高等学校 １７０５ １６４０ １６６２ １６７８ １６５８

外 部 中学校 ７０６ ６８５ ６５４ ６１５ ６０８

指導者 高等学校 ９９ ９８ ９２ １０８ ９１

複数校 中学校   ３６ 

 

４３ ４０    ４６ 

 

５３

合同部 高等学校 １２ １８ ７ １２ ８

※  小学校及び中学校の数値は全て熊本市を除く。 

※  高等学校の加入率は、Ｈ２９までは、体育保健課の独自調査結果。Ｈ３０からは、

県高体連・高野連からの情報提供による。（Ｈ３０から私立高等学校も含む。） 

※  令和元年度より、小学校の運動部活動は社会体育に移行したため調査無し。                

①  部活動の設置数及び部員数は、全体的には減少傾向にある。 

②  加入率も、全体的に減少傾向にあり、特に高等学校は令和元年度では、過半数を切

っている。 

③  中・高等学校とも複数校合同部活動が増加している。 



（３）生徒の発育発達と運動部活動 

 

①  生徒の発育発達 

小学校４～６学年期は、基本的な動きを短時間で習得できる時期であり、中・高

校生期は、身長や体重、胸囲などの体のつくりや、走る、跳ぶ、投げるなどの運動

能力が著しく発達する時期である。 

小学生期は巧みさ、中学生期は持久力、高校生期は筋力を高めるのに適した時期

であり、それぞれの時期に適切な運動を行うことは、発達を促進するうえで非常に

有効な効果をもたらす。 

 

②  発育発達と運動部活動 

運動部活動は、その継続性等から生徒の筋肉―神経支配の改善、心肺機能の発育

発達、骨格筋の増強に伴う、体力の向上や健康の増進にも極めて効果的な身体活動

である。 

しかしながら、身体的に成長が著しく、ある意味で不安定な時期に、過剰な運動

や誤った方法で運動を行うと、逆に、発達を阻害したり、スポーツ障害の原因にな

ったりすることもある。そのため、指導者は勝利至上主義に陥ることなく、生徒の

成長や生活のバランスのとれた運営を心掛け、休養日や練習時間の取扱いに配慮

することが必要である。 

なお、中学校期の生徒は、勝敗を競うような運動では抑えがきかないほど頑張る

特徴と体の防衛機構である疲労感が少ないという特徴が重なり、理性的に練習を

コントロールすることが困難な時期であることも、指導者は認識しておく必要が

ある。 

また、この時期の生徒は発育発達の個人差が大きく、指導者は、個に応じた指導

を行うとともに、家庭における食生活を含めた基本的な生活習慣にも留意するこ

とが大切である。 

 

③  発育期のスポーツ障害 

ア 発育期の身体的な特徴 

  身長が伸びるときの骨の成長に、筋・腱の成長が追いつかず、一時的に筋・腱

の伸縮性が低下する。 

  骨の成長が持続しているとき、筋・腱によるけん引を繰り返し行うと、骨端部

での損傷を生じる。 

 

イ 発育期のスポーツ障害の特徴と要因 

  発育期のスポーツ障害で多いのは、骨・関節・筋・腱などを過度に使用し、運

動時に痛みを訴える「使いすぎ症候群」である。 



  スポーツでは同じ動作を繰り返し行うことが多いため、骨・関節等の局所に損

傷が起こりやすく、次のような要因が考えられる。 

○ 毎日の長時間の練習、過密な試合のスケジュール等による絶対的な使いすぎ 

○ 生徒のコンディションの低下、体力不足等による相対的な使い過ぎ 

○ 生徒の技能が未熟なために負荷がオーバーにかかる使い過ぎ 

○ 生徒の不良姿勢での使い過ぎ 

 

 ウ スポーツ障害による疾患 

   野球肘、テニス肘、ジャンパー膝、オスグッド病、アキレス腱炎、疲労骨折、

脊椎分離症、筋々膜症腰痛症 

 

 エ スポーツ障害の予防 

医療的治療で痛みがとれても、上記イの４つの要因を改善しないと繰り返し障

害を起こす可能性が高いので、指導者が「使いすぎ症候群」を理解し、その要因

を改善することが大切である。 

日常から予防対策としては、ウォーミングアップ・クーリングダウン時のスト

レッチング、アイシングの習慣付け、自宅でのセルフケアで疲労を残さないこと

がある。 

また、指導者は日頃から生徒一人一人のコンディション作りを心掛けるととも

に、パフォーマンスが低下したときは使い過ぎによる身体の傷害が原因でないか

を常に注意することが大切である。 

   

 

 

「スポーツ医・科学の観点からのジュニア期におけるスポーツ活動時間について

（文研研究）」（公益財団法人日本体育協会 平成２９年１２月１８日）より 

 

ア オーバートレーニングに関する国際的な研究結果 

○ 研究１「スポーツ時間が長いほどスポーツ外傷・障害の発生率が高く、特に、

１６時間／週以上でより高くなるということが示された。」Rose 他２００８年 

○ 研究２「１６時間／週以上で活動している女子は、１６時間／週未満の女子に

比べて疲労骨折の罹患率が約２倍であった。」Loud 他 ２００５年 

○ 研究３「１週間あたりのスポーツ活動時間が、“年齢×１時間”より多い場合

には、スポーツ外傷・障害、特に重いスポーツ障害が発生する可能性が高かっ

た。」Jayanthi 他 ２０１５年 

○ 研究４「疲労骨折で来院したアスリートのうち、７１．３％が、週６日以上ス

ポーツ活動を行っていた。」Ohta-Fukushima 他 ２００２年 

 



 イ スポーツ医・科学関係機関の提言 

○ 提言１ 国際オリンピック委員会 ２００８年 

「エリートのジュニアアスリートに対する声明」 

ジュニアアスリートの育成に関して、保護者やコーチ等の関係者は、適切な

栄養、十分な睡眠、学業、心身の健康と社会活動への参加等を含めた、バラン

スの良いライフサイクルで過ごすことができるようにすること、練習量を制

限し、楽しく満足して活動ができるようにすること等を提言している。 

○ 提言２ 米国小児科学会 ２００７年 

 「ジュニアアスリートにおけるスポーツ障害、オーバートレーニングとバー

ンアウトについて」 

 ジュニアアスリートの心身の回復という観点からは、少なくとも週に１、２

日はスポーツ活動を全く行わない休養日を設ける等を提言している。 

  ○提言３ 全米アスレティックトレーナーズ協会 ２０１１年 

    「ジュニア期のスポーツ障害予防に関する声明」 

    少なくとも週に１、２日は休養日を設けること等を提言している。 

  ○提言４ アメリカ臨床スポーツ医学会 ２０１４年 

    「ジュニア期のスポーツ障害とバーンアウトに関する声明」 

    １６時間／週以上のトレーニングを行うと、医療ケアを必要とするスポーツ

障害のリスクが高まることに留意すべきであること等を提言している。 

 

 ウ まとめ 

   行き過ぎたスポーツ活動を行うことは、スポーツ外傷・障害やバーンアウトの

リスクが高まり、体力・運動能力の向上につながらず、具体的には、休養日を少

なくとも１週間に１～２日設けること、さらに、週あたりの活動時間における上

限は、１６時間未満とすることが望ましいということが示されている。 



（４）学校における運動部活動指導体制の確立 

 

①  学校の運動部活動に係る活動方針の策定 

校長は、学校の設置者の「設置する学校に係る運動部活動の方針」に則り、毎

年度、「学校の運動部活動に係る活動方針」を策定する。 

 

②  部活動の設置 

校長は、生徒や教師の数、部活動指導員の配置状況を踏まえ、指導内容の充実、

生徒の安全の確保、教師の長時間勤務の解消等の観点から円滑に運動部活動を実

施できる適正な数の運動部を設置する。 

 

③  組織的な部活動指導体制 

ア 校長は、部活動の担当者（部活動主任等）を決定する。 

イ 校長は、各部の顧問を決定する。 

ウ 校長は、校務分掌に部活動顧問を位置付け、部活動に係る校内委員会（顧問会

議等を含む。）を設置する。 

 

④  各部活動における適正な運営及び指導の実施 

ア 顧問は、「学校の運動部活動に係る活動方針」に基づ

き、担当する部活動の年間及び毎月の活動計画を作成

し、校長に提出する。 

イ 顧問は、活動計画に基づき、担当する部活動の        

適正な運営及び指導を行う。 

ウ 顧問は、毎月の活動実績を作成し、校長に提出する。 

エ 校長は、「学校の運動部活動に係る活動方針」及び各

部活動の活動計画等を学校のホームページへの掲載等により公表する。 

オ 校長は、毎月の活動計画及び活動実績の確認等により、生徒が安全に活動を行

い、教師の負担が過度とならないよう、適宜、指導・是正を行う。 



（５）運動部活動の指導の手順 

（指導計画の作成から実際の指導、実績報告の提出まで） 

 
① 各部の目標及び活動方針の設定 

顧問は、学校教育目標及び「学校の運動部活動に係る活動方針」に沿って、各部

の目標及び活動方針を設定する。その際、顧問の指導理念、生徒の志向や能力、保

護者の要望などを十分に踏まえて設定することが大切である。 
 
② 各部の活動計画の作成 

各教科等の指導と同じように、年間計画、月間計画、週間計画、一日の活動計画

を作成し、生徒一人一人の自己実現が図られるよう計画的に部活動を展開すること

が大切である。 
ア 年間計画の作成上の留意点 
○ 学校行事年間計画及び「学校の運動部に係る活動方針」に基づき作成する。 
○ 学校の設置者が定める「参加する大会数の上限の目安等」を基に、年間に参

加する大会を精査する。 
○ 長期休業中は、生徒が十分な休養をとることができるとともに、運動部活動

以外にも多様な活動を行うことができるよう、ある程度長期の休養期間（オ

フシーズン）を設ける。 
イ 月間計画、週間計画、一日の活動計画の作成上の留意点 
○ 年間計画に基づき、月間計画を作成する。作成した月間計画は、毎月、校長

に提出する。 
○ 月間計画及び顧問の動静等を基に、週間計画、一日の活動計画を作成する。

顧問が活動中不在となる時間がある場合は、生徒の安全を最優先した活動内

容を計画する。 
○ 大会参加や練習試合の計画がある場合は、大会名や会場、参加生徒名、引率

者名を明記した詳細な引率計画等を作成する。 
 
③ 各部における実際の指導 

顧問は、各種計画に基づき、部活動の運営及び指導を行う。その際、校長及び顧

問は、生徒の心身の健康管理、事故防止及び体罰・ハラスメントの根絶を徹底する。 
 
④ 各部の活動実績の作成 

実際の活動に基づき、月間の活動実績を作成する。作成した活動実績は、毎月、

校長に提出する。 



（６）顧問の役割等 

 
運動部活動の運営及び指導を行うのは、各部の顧問である。顧問は、運動部活動の

意義や留意点を十分理解し、適切に運営及び指導を行わなければならない。 
なお、運動部活動の意義や留意点については、本県が策定している「運動部活動の

指針」に示しているので、その内容を熟知しておかなければならない。 
 
①  顧問の主な仕事内容 
ア 年度初めに行うこと 
○ 年間活動計画の作成 
○ 年間予算計画の作成及び予算確保 
○ 部員名簿の作成及び活動組織の編成 
【組織例】 
顧問   主将（キャプテン）           ポジション別チーフ 

副主将（副キャプテン）         用具係 
マネージャー                  記録係 

○ 競技団体等への登録（必要な場合）        救護係 
 

イ 年間を通して行うこと 
○ 活動計画（月、週、日等）の作成 
○ 予算の執行及び管理 
※ 金銭の管理については、保護者会等に依頼する。 

○ 活動の適切な運営及び指導 
・ 各計画に基づく適正な活動の実施 
・ 事故防止及び安全指導 
・ 施設・用具の管理及び安全点検 
・ 大会や練習試合等の引率 
※ 引率が必要な場合、引率計画を事前に作成し、校長の承認を得る。 

○ 部員の健康管理 
○ 学校教育活動等への協力 
○ 学校体育団体（中・高体連、高野連等）、競技団体及び地域団体との連携 

ウ 年度末に行うこと 
○ 年間活動報告 
○ 年間決算報告 
○ 次年度への引継ぎ資料の作成 



② 顧問に求められる資質・能力 
ア 豊かな人権感覚 

運動部活動は、学校教育活動であり、生徒一人一人の人権を尊重した指導を行

わなければならない。言葉や行動による暴力、各ハラスメントは、決して許され

ない。 
イ 生徒理解 

運動部活動は、生徒と深く触れ合うことができることから、積極的な生徒理解

の機会と捉え、カウンセリングマインドに基づく適切な指導に努めなければなら

ない。 
また、生徒がスポーツを楽しむことで運動習慣の確立等を図り、生涯にわたっ

て心身の健康を保持増進し、豊かなスポーツライフを実現するための資質・能力

の育成を図るとともに、バランスのとれた心身の成長と学校生活を送ることがで

きるようにするために、生徒の発達段階を考慮した指導に努めなければならない。 
ウ 生徒の安全を確保した指導 

学級担任や養護教諭、保護者と連携を図り、生徒の心身の健康状態に十分留意

し、生徒一人一人の能力や状態に応じた適切な指導に努めなければならない。 
また、施設や器具・用具等の安全点検を行うとともに、暑熱環境や気候変動な

ど気象環境に留意し、生徒の安全確保を最優先とする指導に努めなければならな

い。 
エ 担当する運動部活動の種目に関する専門的・科学的な知識・指導技術 

顧問は、生徒の発達段階を考慮した指導を行うための専門的・科学的な知識・

指導技術を身に付けることが望ましい。 
顧問は、この資質・能力を高めることによって、ア～ウに示した資質・能力も

相乗効果として高めることが期待できる。 
オ コミュニケーション 

適正で魅力ある運動部活動の運営及び指導を行うために、顧問は、様々な人た

ちとコミュニケーションを図らなければならない。部員である生徒やその保護者

はもちろん、学級担任や養護教諭、管理職等の学校関係者、学校体育団体や関係

競技団体等の人たちとの連携・協力は欠かせない。 



（７）地域人材等の活用 

 
生徒のスポーツ環境の充実の観点から、学校や地域の実態に応じて、地域スポーツ

団体と連携したり、地域人材を部活動指導員又は学校職員外（地域）指導者として任

用したりして、運動部活動の充実を図ることが大切である。 
※部活動指導員の任用に当たっては、指導するスポーツ等に係る専門的な知識・技

能のみならず、学校教育に関する十分な理解を有する者とする。 
 
［部活動指導員について］ 

部活動指導員は、学校の教育計画に基づき、生徒の自主的、自発的な参加により

行われる教育活動である部活動において、校長の監督を受け、技術的な指導に従事

することができる。 
校長は、部活動指導員に部活動の顧問を命じることができ、その職務として、次

のものが考えられる。 
①  実技指導 
②  安全・障がい予防に関する知識・技能の指導 
③  学校外での活動（大会・練習試合等）の引率 
④  用具・施設の点検・管理 
⑤  部活動の管理運営 
⑥  保護者等への連絡 
⑦  年間・月間指導計画の作成 
⑧  生徒指導に係る対応 
⑨  事故が発生した場合の現場対応 
⑩  その他、校長が必要と認めるもの 
学校の設置者及び学校は、部活動指導員に対し、事前に研修を行うほか、その後

も定期的に研修を行うことが求めら

れている。 



（８）安全管理と事故防止 

運動部活動は、学校教育活動であり、生徒の安全な活動が保障されなければならな

い。そのために、学校として、運動部活動中の安全管理を徹底する必要がある。 
 
①  生徒の健康管理 

生徒が安全に活動するためには、まず、生徒の健康が保たれていることが重要

である。したがって、次のことに留意した指導が大切である。 
ア 生徒自身の健康管理能力の育成 
イ 生徒の健康状態の把握 
ウ 保護者や学級担任、養護教諭等との連携・協力 

 
②  生徒の能力に応じた指導 

生徒の安全を確保し、活動中の事故を防止するためには、次のことに留意した

指導が大切である。特に、安全面で配慮の必要な競技、種目及び内容については、

段階的な指導を徹底するとともに、必ず顧問等の指導の下で実施するようにする。 
ア 生徒の心身の発育発達の段階を考慮した活動内容及び方法の工夫 
イ 生徒一人一人の能力を考慮した活動内容及び方法の工夫 

 
③  合理的で効率的・効果的な指導 

スポーツ医・科学の見地から、次のことに留意した指導が大切である。 
ア 運動種目の特性等を踏まえた科学的トレーニングの積極的な導入 
イ 過度の練習がスポーツ障がい・外傷のリスクを高めることなどを正しく理解 
させ、休養を適切にとりつつ、短時間で効果が得られる活動内容及び方法の工 
夫 

 
④  施設や器具・用具等の安全管理 

生徒の安全を確保し、活動中の事故を防止するためには、施設や器具・用具  

等を安全に使用する環境が必要であり、次のことが大切である。 
ア 施設や器具・用具等の安全点検 
イ 生徒への安全指導 

 
⑤  天候や気象を考慮した指導 

生徒の安全確保を最優先することが大切である。気候変動等により生徒の安 

全を確保できない場合は、活動の中止や計画の見直し等、適切に対応しなければ

ならない。特に、夏季においては、「熱中症予防運動指針」（公益財団法人日本ス

ポーツ協会）や気象庁が発表する情報等に十分留意して活動するように指導する。

気象庁の高温注意情報が発せられた当該地域・時間帯における活動は原則行わな

いこと、落雷等の危険がある場合はためらうことなく屋外での活動の中止や延期

を行うこととする。※ 
※具体的な落雷事故防止の対策については、巻末の「落雷事故防止のための参考資料」を活用すること 



⑥  事故発生時の対応 
ア 事故発生時の対応についてマニュアルを作成し、緊急体制を確立する。事故

発生時は、そのマニュアルに沿って組織的に対応する。 
イ 生徒に対して、ＡＥＤの使用方法を含めた応急手当に関する指導を行うとと

もに、事故発生時の安全管理体制の周知徹底を図る。 
 
＜事故発生時の対応マニュアル例＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑦ 参考 

○ 一般財団法人熊本県ＰＴＡ教育振興財団ＨＰ 

http://www.kumamoto-psai.net/ 
○ 公益社団法人日本医師会ＨＰ 

http://www.med.or.jp/ 
○ 独立行政法人日本スポーツ振興センターＨＰ 

https://www.jpnsport.go.jp/ 

事後対応 
 
 
 
 
 

教育委員会へ報告 学校 

学校 

生徒 保護者 全職員 教育委員会 

医師の 
指示に 
従う。 

救急車やタク
シーを使用。 

事故発生 

・経過観察 
・事後指導 

・事故報告 
・安全指導、事

故防止の周
知徹底 

通報による場合 

・事故報告（文書） 
 必要に応じて、

経過報告 

顧問（教職員）が現場にいた場合 

・保険等の
説明、手
続きの支
援等 

 

交通事故の場合は、所轄署に行き、
現場検証の結果を聴取しなければ
ならないことがある。 

応急手当 

付き添い 

病院（治療） 

管理職（関係者）への連絡 

養護教諭が不在の場合、学校医の指示
を受ける。命の確保を最優先する。 

・救急車の要請 
・頭部、腹部の

打撲の場合
は動かさな
い。 

・外見や外傷だ
けで判断し
ない。 

・負傷の状態、状
況を伝える。 

・応急手当の状況
を伝える。 

・収容病院につい
て事前の了解
を得る。事後の
場合、病院へ来
てもらうこと
と保険証の持
参を依頼する。 

・4W1H の把
握を行う。 

  When 
Where 
Who 
What 
How 

・日時 
・学校名 
・該当生徒名 
・学年（年齢） 
・該当生徒保護者名 
・該当生徒連絡先 

（住所、電話番号） 
・事故の概要 
・対応（応急処置）の

内容 
・該当生徒の状況 

必要に応じて
管理職の来院
を求める。 
長 引 く 場 合
は、中間報告
を行う。 

自宅 入院 

重大な事故の場合 
・事故対応の記録 
・報道機関への対応 

（窓口の一本化） 

診断（治療）結果の報告 

・学校に連絡し、管理職の
指示を受ける。 

・保護者が病院不在の場合
は、生徒の状況を報告す
るとともに、その後の対
応について相談する。 

 

病院へ連絡 教育委員会へ連絡 現場確認 保護者へ連絡 

http://www.kumamoto-psai.net/
http://www.med.or.jp/
https://www.jpnsport.go.jp/




（９）体罰・ハラスメント等の許されない指導の防止 

 
学校教育活動の一環として行われる運動部活動において、体罰・ハラスメント等の

不適切な指導は絶対にあってはならない。 
肉体的、精神的な負荷や厳しい指導と体罰・ハラスメント等の許されない指導とを

しっかり区別しなければならない。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［体罰・ハラスメント等の許されない指導と考えられるものの例］ 

次の①から⑥のような発言や行為は体罰・ハラスメント等として許されないもの

と考えられる。 
① 殴る、蹴る等 
② 社会通念、医・科学に基づいた健康管理、安全確保の点から認め難い又は限

度を超えたような肉体的、精神的負荷を課す。 
③ パワーハラスメントと判断される言葉や態度による脅し、威圧・威嚇的発言

や行為、嫌がらせ等を行う。 
④ セクシャルハラスメントと判断される発言や行為を行う。 
⑤ 身体や容姿に係ること、人格否定的（人格等を侮辱したり否定したりするよ

う）な発言を行う。 
⑥ 特定の生徒に対して独善的な執拗かつ過度に肉体的、精神的負荷を与える。 

 
※ ①から⑥に該当しなくとも、社会通念等から、指導に当たって身体接触を行

う場合、必要性、適切さに留意することが必要である。 
なお、先輩、後輩等の生徒間でも同様の行為が行われないように注意を払う

ことが必要である。 

学校教育法第１１条 
校長及び教員は、教育上必要があると認めるときは、文部科学大臣の定めるとこ

ろにより、児童、生徒及び学生に懲戒を加えることができる。ただし、体罰を加え

ることはできない。 

学校教育において教員等が生徒に対して行った懲戒行為が体罰に当たるかどうか

は、「当該児童生徒の年齢、健康状態、心身の発達状況、当該行為が行われた場所的

及び時間的環境、懲戒の態様等の様々な条件を総合的に考え、個々の事案ごとに判

断する必要がある。この際、単に、懲戒行為をした教員等や、懲戒行為を受けた児

童生徒、保護者の主観のみにより判断するのではなく、諸条件を客観的に考慮して

判断すべきである。これにより、その懲戒の内容が身体的性質のもの、すなわち、

身体に対する侵害を内容とするもの（殴る、蹴る等）、児童生徒に肉体的苦痛を与え

るようなもの（正座・直立等特定の姿勢を長時間にわたって保持させる等）に当た

ると判断された場合は、体罰に該当する。」（「体罰の禁止及び児童生徒理解に基づく

指導の徹底について（通知）」（平成２５年３月１３日付け文部科学省初等中等教育

局長、スポーツ・青少年局長通知）とされている。 
 


